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はじめに 

旅館・ホテル 食肉販売店 その他の飲食店 
（食堂・レストランなど） 

食鳥肉販売店 氷雪販売業 
（氷　屋） 

す　し　店 中華料理店 社　交　業 
（スナック・バーなど） 



○×ホテル 

１．法人税 

１．欠損金の繰越控除　　（全業種対象） 

　１年目（H15.3期）　100万円　－　100万円＝　　0　円　欠損金残高 900万円 
　２年目（H16.3期）　150万円　－　150万円＝　　0　円　欠損金残高 750万円 
　３年目（H17.3期）　  50万円　－　  50万円＝　　0　円　欠損金残高 700万円 
　４年目（H18.3期）　100万円　－　100万円＝　　0　円　欠損金残高 600万円 
　５年目（H19.3期）　150万円　－　150万円＝　　0　円　欠損金残高 450万円 
　６年目（H20.3期）　200万円　－　200万円＝　　0　円　欠損金残高 250万円 
　７年目（H21.3期）　150万円　－　150万円＝　　0　円　欠損金残高 100万円→ 0円（8年目以降は控除できないので切り捨て） 
　８年目（H22.3期）　200万円　－        0　円＝　200万円　欠損金残高     0万円 
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２．欠損金の繰り戻し還付　　（全業種対象） 

○×シアター 
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１．法人税 

３．役員給与　（全業種対象） 

（1）定期同額給与 

（2）事前確定届出給与 
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１．法人税 

４．特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入　　（全業種対象） 
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５．交際費の損金不算入　　（全業種対象） 
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１．法人税 

６．特定同族会社の留保金課税の適用除外　　（全業種対象） 
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２．法人税・所得税 

１．人材投資促進税制（中小企業特例）　（全業種対象） 

○×ホテル 
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２．少額減価償却資産の損金算入　　（全業種対象） 

○×シアター 
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２．法人税・所得税 

３．中小企業投資促進税制 
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４．中小企業等基盤強化税制 



２．法人税・所得税 

５．情報基盤強化税制　（全業種対象） 

６．公害防止設備に係る特別償却制度（クリーニング） 
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１．相続時精算課税制度 

３．相続税・贈与税 

２．取引相場のない株式等に係る相続時精算課税制度の特例の創設 
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減価償却制度の改正 

４．法人税・所得税・住民税・事業税 
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１．減免措置（旅館・ホテル） 

２．公衆浴場業、旅館・ホテル業（以下「公衆浴場業等」という）の 
　　用に供する固定資産税に係る軽減（公衆浴場、旅館・ホテル） 

５．固定資産税 

３．公害防止用設備の課税標準の特例措置（クリーニング） 
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６．消費税 

１．課税事業者になった場合の税金の還付 

２．簡易課税方式（計算方式の特例） 
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20

生衛業に関するその他の税制 

７．その他 

法人税 貸倒引当金の特例 

・生活衛生同業組合等は、通常の引当金限度額の116％相当額を損金に算入できます（平成21年 3月
31日まで）。 
・資本金1億円以下の法人は、実績繰入率と法定繰入率との選択ができます。 

共同利用施設に係る特別償却 

・出資組合である生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設で振興計画に係るものについては8％の
特別償却が認められます（平成21年3月31日まで）。 
　※具体例：共同冷凍庫、研修施設、共同購入資材配送車等 

留保所得の特別控除 

・出資組合である生活衛生同業組合等が各事業年度において、その所得の全部又は一部を留保したと
きは、政令で定めるところにより計算した金額の32％に相当する額を損金に算入できます（平成21
年3月31日まで）。 

所得税 
法人税 
登録免許税 

産業活力再生特別措置法に係る税制上の特例措置 

・事業革新設備導入計画の認定事業者が取得等する特定の革新設備について、取得価額の20％の特別
償却ができます（平成21年3月31日まで）。 
・認定事業者が、計画に従って行う登記に係る登録免許税を、例えば株式会社等で0.7％から0.25％に
軽減されます（平成20年3月31日まで）。 

事業所税 非課税措置 

・物価統制令の適用を受ける公衆浴場 
・非出資組合である生活衛生同業組合及び生活衛生同業組合連合会の非収益事業 

不動産取得税 産業活力再生特別措置法に係る税制上の特例措置 

　計画（共同事業再編計画、経営資源再活用計画、事業再構築計画）に従って営業の譲渡等を受けた
者が、当該譲渡等に係る不動産を取得し、かつ、当該計画に係る事業の用に供したときには、当該不
動産に係る不動産取得税額から当該不動産の取得価格の1/6に相当する額に3％を乗じた額が減額され
ます（平成20年3月31日まで）。 

軽減措置（税額の1/2を軽減） 

・出資組合である生活衛生同業組合及び生活衛生同業組合連合会並びに生活衛生同業小組合が本来の
事業の用に供する施設 
・ホテル、旅館業の用に供する施設（風俗営業法第2条第4項第3号に規定するもの（モーテル、ラブ
ホテル等）を除く）のうち、客室、宿泊客の利用する食堂、広間等 



早わかり 生活衛生営業 税制 
平成19年11月 

発　　行：（財）全国生活衛生営業指導センター 

製作協力：税理士　高梨　純 
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